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 CSR と聞くと、企業が取り組む地域清掃や植林などの社会貢献活動を思い浮かべる⽅も多いのではないでしょ
うか。⽇本では CSR は企業の⾃主的な社会貢献として捉えられ、近年は投資家の間で ESG 開⽰・戦略の⼀
部として位置づけられることも多くなっています。しかし世界に⽬を向けると、CSR ⽀出を制度として企業に求めて
いる国があります。それがインドです。 

今回は、インドの CSR 制度に着⽬していきます。 
 

企業の CSR ⽀出を法制度に組み込んだ代表的な国、インド 

 インドでは 2013 年会社法（Companies Act, 2013）および関連規則に基づき、⼀定規模以上の企業に
対し、過去 3 年間の平均純利益の 2%相当の CSR ⽀出が求められています。⼀定規模以上の企業に CSR
⽀出を制度的に求める例は世界的に⾒ても珍しく、インドはその代表例としてしばしば挙げられます。 
 さらに特徴的なのは、CSR 活動として認められる分野が法令上の Schedule VII に列挙されている点です。貧
困削減、教育、⼥性⽀援、環境保全、農村開発、災害救援など、インドにおいて国家的に重視される社会課
題が⽰されています。活動の⽅向性を企業の裁量だけに委ねるのではなく、国家が社会課題への資⾦流⼊を制
度的に誘導する仕組みといえるのです。 

図表１は、インドにおける CSR ⽀出総額の推移を⽰したものです。FY2019-20 から FY2024-25 にかけて、
インドの CSR ⽀出総額は 24,965.82 クロール（約 4,244 億円）から 40,794 クロール（約 6,935 億円）
へ拡⼤し、約 63.4%増加しました。この期間の年平均成⻑率（CAGR）は約 10.3%となり、着実に増加して
います。法制度を背景に、社会課題領域への資⾦供給が継続的に積み上がっていることが⽰されています。 

 
 
 
 

インドの法定 CSR 制度から⾒える

「もう⼀つの CSR」 

責任投資推進室 
 ⽔上 理菜 

2026 年７⽉ 27 ⽇ 
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【図表１︓インドの CSR ⽀出総額の推移】 

 

出所︓Ministry of Corporate Affairs, National CSR Portal の公表データを基に筆者作成 
 
 ⽀出の分野別構成をみると、FY24-25 では教育・障がい者⽀援・⽣計向上を含む分野（Education, 
Differently Abled, livelihood）への⽀出が約 18,794 クロール（約 3,195 億円）と⼤きな割合を占め、
次いで医療・衛⽣、環境関連分野が続きます。企業の CSR 資⾦が、インド社会の基礎的課題に対して継続的
に供給される構造がうかがえます。 
 

先進国は「説明・宣伝する CSR」、新興国は「届ける CSR」 

 ⽇本や欧⽶といった先進国の CSR と⽐較すると、その違いが⾒えやすくなります。 
 先進国では、CSR が ESG 開⽰やサステナビリティ戦略と結び付き、投資家・消費者・格付機関に対する説明
責任の⼀部として位置づけられる場⾯が増加しています。TCFD 等の開⽰基準が普及し、CSR の成果は定量
的に測定・⽐較される環境が整ってきているといえるでしょう。⼀部には、ブランド価値やレピュテーション向上と強く
結び付いた CSR 活動もみられ、CSR はいわば「市場に向けて説明・宣伝する活動」として機能している側⾯があ
ります。 
 ⼀⽅、インドのような新興国では、CSR が教育・医療・衛⽣など基礎的社会課題への「直接的な働きかけ」とし
て機能する場⾯が⽬⽴ちます。想定されるステークホルダーも、投資家に加え、政府、NGO、地域コミュニティ、従
業員やその家族など多岐にわたります。企業は地域住⺠の⽣活に直接関わることで、地域との信頼関係の構築
や事業基盤の安定化につながるケースもみられます。 どちらが優れているということではなく、CSR の機能そのもの
が、その国の制度環境や社会の発展段階によって異なるといえます。 
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数字に表れない CSR の価値 

 インドの CSR をさらに特徴づけるのは、資⾦の拠出にとどまらず、地域住⺠の⾏動や意識そのものに変化をもた
らしている活動が存在する点にあります。公開資料や関係者から得られた情報、筆者⾃⾝の調査によれば、イン
フラの整備により⼥性の社会進出が促進された事例や、企業の⼯場周辺での衛⽣教育を通じて住⺠の⽣活習
慣に変化が⾒られた事例、さらに農村⼥性への起業⽀援と地域の衛⽣啓発を組み合わせた取り組みなどが確認
されています。こうした活動とその効果は、活動後すぐに成果が表れるものではなく、開⽰書類や ESG スコアには
表れにくいといえます。それでも、⼈々の⽣活習慣や意識の変化は、中⻑期的に地域の市場環境や社会基盤の
形成につながる可能性があります。企業にとっても、こうした関与は将来の市場基盤を育む⻑期的な投資と位置
づけられるでしょう。 
 

結び 

このように、CSR には社会と企業の双⽅に持続的な価値をもたらす、「測りにくいが、確かにある価値」があるの
ではないでしょうか。インドの法定 CSR 制度は、企業に⼀定の⽀出を求める制度であると同時に、社会課題に向
き合う資⾦を継続的に⽣み出す仕組みでもあります。そして、その価値は⽀出額や開⽰指標だけでは捉えきれま
せん。教育、医療、衛⽣、⼥性⽀援といった取組みを通じて、⼈々の⾏動や意識が少しずつ変わり、地域社会の
基盤が形づくられていく、その過程にこそ、CSR のもう⼀つの役割が表れているように思います。 
 ⽇本で CSR や ESG を考える際にも、インドの実践は、企業と社会の関係を改めて⾒つめ直す⼀つの⽰唆を与
えてくれるのではないでしょうか。 

 
【注釈】 
・為替︓1INR=1.7JPY 換算した参考値 
 
＜参考資料＞ 
●CSR Expenditure : Summary 

Ministry of Corporate Affairs, National CSR Portal 
https://www.csr.gov.in/content/csr/global/master/home/home.html 
当該データは取得時点の公表値に基づいており、後⽇修正・更新される可能性があります。 
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重要な注意事項 
 当資料は、情報提供を⽬的として、三井住友 DS アセットマネジメントが作成したものです。特定の投資信託、⽣命保険、株式、債券

等の売買を推奨･勧誘するものではありません。 
 当資料に基づいて取られた投資⾏動の結果については、当社は責任を負いません。 
 当資料の内容は作成基準⽇現在のものであり、将来予告なく変更されることがあります。 
 当資料に市場環境等についてのデータ・分析等が含まれる場合、それらは過去の実績および将来の予想であり、今後の市場環境等を

保証するものではありません。 
 当資料は当社が信頼性が⾼いと判断した情報等に基づき作成しておりますが、その正確性・完全性を保証するものではありません。 
 当資料にインデックス・統計資料等が記載される場合、それらの知的所有権その他の⼀切の権利は、その発⾏者および許諾者に帰属

します。 
 当資料に掲載されている写真がある場合、写真はイメージであり、本⽂とは関係ない場合があります。 
 当資料において、個別銘柄に⾔及している場合がありますが、例⽰を⽬的とするものであり、当該銘柄に投資するとは限りません。また、

個別銘柄を推奨するものではありません。 
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